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参考資料３

参 考 条 文

○不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号 （抄））

（公正競争規約）

第十二条 事業者又は事業者団体は、公正取引委員会規則で定めるところにより、景品類又は表

示に関する事項について、公正取引委員会の認定を受けて、不当な顧客の誘引を防止し、公正

な競争を確保するための協定又は規約を締結し、又は設定することができる。これを変更しよ

うとするときも、同様とする。

２～６ （略）

○不動産の表示に関する公正競争規約（平成１７年公正取引委員会告示第２３号 （抄））

（目的）

第１条 この公正競争規約（以下「規約」という ）は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和。

３７年法律第１３４号）第１２条第１項の規定に基づき、不動産の取引に関する表示に係る事

項を定めることにより、一般消費者の不動産の適正な選択に資するとともに、不動産業におけ

る不当な顧客の誘引を防止し、もって公正な競争を確保することを目的とする。

（事業者の責務）

第２条 事業者は、不動産広告の社会性にかんがみ、深くその責任を自覚し、この規約を遵守す

ることはもとより、社会的・経済的諸事情の変化に即応しつつ、常により適正な広告その他の

表示をするよう努めなければならない。

（必要な表示事項）

、 、 、第８条 事業者は 規則で定める表示媒体を用いて物件の表示をするときは 物件の種別ごとに

次に掲げる事項について、規則で定めるところにより、見やすい場所に、見やすい大きさ、見

やすい色彩の文字により、分かりやすい表現で明りょうに表示しなければならない。

（１） 広告主に関する事項

（２） 物件の所在地、規模、形質その他の内容に関する事項

（３） 物件の価格その他の取引条件に関する事項

（４） 物件の交通その他の利便及び環境に関する事項

（５） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

○不動産の表示に関する公正競争規約施行規則（平成１７年公正取引委員会承認第１０７号）

（抄）

（必要な表示事項）

第４条 規約第８条（必要な表示事項）に規定する必要な表示事項は、前条に掲げる区分による

物件の種別ごとに、それぞれの種別に対応する別表１から別表１０の表示媒体欄に「○」及び

「●」の記号を付した事項とする。ただし、小規模団地にあっては、別表１、別表４及び別表

６中「○」の記号を付した事項のうち 「☆」の記号を付した事項を除いた事項とする。、

２ （略）
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○マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成十二年法律第百四十九号 （抄））

第三章 マンション管理業

第一節 登録

（登録）

第四十四条 マンション管理業を営もうとする者は、国土交通省に備えるマンション管理業者登

録簿に登録を受けなければならない。

２ マンション管理業者の登録の有効期間は、五年とする。

３ 前項の有効期間の満了後引き続きマンション管理業を営もうとする者は、更新の登録を受け

なければならない。

４ 更新の登録の申請があった場合において、第二項の有効期間の満了の日までにその申請に対

する処分がなされないときは、従前の登録は、同項の有効期間の満了後もその処分がなされる

までの間は、なお効力を有する。

５ 前項の場合において、更新の登録がなされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

（登録の実施）

第四十六条 国土交通大臣は、前条の規定による書類の提出があったときは、次条の規定により

登録を拒否する場合を除くほか、遅滞なく、次に掲げる事項をマンション管理業者登録簿に登

録しなければならない。

一 前条第一項各号に掲げる事項

二 登録年月日及び登録番号

２ 国土交通大臣は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を登録申請者に通

知しなければならない。

（登録の拒否）

第四十七条 国土交通大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は登録申請

書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実

の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。

一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

二 第八十三条の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者

三 マンション管理業者で法人であるものが第八十三条の規定により登録を取り消された場合

において、その取消しの日前三十日以内にそのマンション管理業者の役員であった者でその

取消しの日から二年を経過しないもの

四 第八十二条の規定により業務の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者

五 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から

二年を経過しない者

六 この法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から二年を経過しない者

七 マンション管理業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が

前各号のいずれかに該当するもの

八 法人でその役員のうちに第一号から第六号までのいずれかに該当する者があるもの

九 事務所について第五十六条に規定する要件を欠く者
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十 マンション管理業を遂行するために必要と認められる国土交通省令で定める基準に適合す

る財産的基礎を有しない者

（マンション管理業者登録簿等の閲覧）

第四十九条 国土交通大臣は、国土交通省令で定めるところにより、マンション管理業者登録簿

その他国土交通省令で定める書類を一般の閲覧に供しなければならない。

（無登録営業の禁止）

、 。第五十三条 マンション管理業者の登録を受けない者は マンション管理業を営んではならない

（名義貸しの禁止）

第五十四条 マンション管理業者は、自己の名義をもって、他人にマンション管理業を営ませて

はならない。

第二節 管理業務主任者

（管理業務主任者の設置）

第五十六条 マンション管理業者は、その事務所ごとに、事務所の規模を考慮して国土交通省令

で定める数の成年者である専任の管理業務主任者を置かなければならない。ただし、人の居住

の用に供する独立部分（区分所有法第一条に規定する建物の部分をいう。以下同じ ）が国土。

交通省令で定める数以上である第二条第一号イに掲げる建物の区分所有者を構成員に含む管理

、 、 。組合から委託を受けて行う管理事務を その業務としない事務所については この限りでない

２ 前項の場合において、マンション管理業者（法人である場合においては、その役員）が管理

、 、 、業務主任者であるときは その者が自ら主として業務に従事する事務所については その者は

その事務所に置かれる成年者である専任の管理業務主任者とみなす。

３ マンション管理業者は、第一項の規定に抵触する事務所を開設してはならず、既存の事務所

が同項の規定に抵触するに至ったときは、二週間以内に、同項の規定に適合させるため必要な

措置をとらなければならない。

（試験）

第五十七条 管理業務主任者試験（以下この節において「試験」という ）は、管理業務主任者。

として必要な知識について行う。

２ 第七条第二項及び第八条から第十条までの規定は、試験について準用する。

（指定試験機関の指定等）

第五十八条 国土交通大臣は、国土交通省令で定めるところにより、その指定する者（以下この

節において 指定試験機関 という に 試験の実施に関する事務 以下この節において 試「 」 。） 、 （ 「

験事務」という ）を行わせることができる。。

２ 指定試験機関の指定は、国土交通省令で定めるところにより、試験事務を行おうとする者の

申請により行う。

３ 第十一条第三項及び第四項並びに第十二条から第二十八条までの規定は、指定試験機関につ

いて準用する。この場合において、第十一条第三項中「前項」とあり、及び同条第四項各号列

記以外の部分中「第二項」とあるのは「第五十八条第二項」と、第十六条第一項中「マンショ

ン管理士として」とあるのは「管理業務主任者として」と 「マンション管理士試験委員」と、

あるのは「管理業務主任者試験委員」と、第二十四条第二項第七号、第二十五条第一項及び第

二十八条第一号中「第十一条第一項」とあるのは「第五十八条第一項」と読み替えるものとす

る。

（登録）
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第五十九条 試験に合格した者で、管理事務に関し国土交通省令で定める期間以上の実務の経験

を有するもの又は国土交通大臣がその実務の経験を有するものと同等以上の能力を有すると認

めたものは、国土交通大臣の登録を受けることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当

する者については、この限りでない。

一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から

二年を経過しない者

三 この法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から二年を経過しない者

四 第三十三条第一項第二号又は第二項の規定によりマンション管理士の登録を取り消され、

その取消しの日から二年を経過しない者

五 第六十五条第一項第二号から第四号まで又は同条第二項第二号若しくは第三号のいずれか

に該当することにより登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者

六 第八十三条第二号又は第三号に該当することによりマンション管理業者の登録を取り消さ

れ、その取消しの日から二年を経過しない者（当該登録を取り消された者が法人である場合

においては、当該取消しの日前三十日以内にその法人の役員であった者で当該取消しの日か

ら二年を経過しないもの）

２ 前項の登録は、国土交通大臣が、管理業務主任者登録簿に、氏名、生年月日その他国土交通

省令で定める事項を登載してするものとする。

（管理業務主任者証の交付等）

第六十条 前条第一項の登録を受けている者は、国土交通大臣に対し、氏名、生年月日その他国

土交通省令で定める事項を記載した管理業務主任者証の交付を申請することができる。

２ 管理業務主任者証の交付を受けようとする者は、第六十一条の二において準用する第四十一

条の二から第四十一条の四までの規定により国土交通大臣の登録を受けた者（以下この節にお

いて「登録講習機関」という ）が国土交通省令で定めるところにより行う講習（以下この節。

において「講習」という ）で交付の申請の日前六月以内に行われるものを受けなければなら。

ない。ただし、試験に合格した日から一年以内に管理業務主任者証の交付を受けようとする者

については、この限りでない。

３ 管理業務主任者証の有効期間は、五年とする。

４ 管理業務主任者は、前条第一項の登録が消除されたとき、又は管理業務主任者証がその効力

を失ったときは、速やかに、管理業務主任者証を国土交通大臣に返納しなければならない。

５ 管理業務主任者は、第六十四条第二項の規定による禁止の処分を受けたときは、速やかに、

管理業務主任者証を国土交通大臣に提出しなければならない。

６ 国土交通大臣は、前項の禁止の期間が満了した場合において、同項の規定により管理業務主

任者証を提出した者から返還の請求があったときは、直ちに、当該管理業務主任者証を返還し

なければならない。

（管理業務主任者証の有効期間の更新）

第六十一条 管理業務主任者証の有効期間は、申請により更新する。

２ 前条第二項本文の規定は管理業務主任者証の有効期間の更新を受けようとする者について、

同条第三項の規定は更新後の管理業務主任者証の有効期間について準用する。

第三節 業務



- 5 -

（業務処理の原則）

第七十条 マンション管理業者は、信義を旨とし、誠実にその業務を行わなければならない。

（標識の掲示）

第七十一条 マンション管理業者は、その事務所ごとに、公衆の見やすい場所に、国土交通省令

で定める標識を掲げなければならない。

（重要事項の説明等）

第七十二条 マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けることを内容とする契

約（新たに建設されたマンションの当該建設工事の完了の日から国土交通省令で定める期間を

経過する日までの間に契約期間が満了するものを除く。以下「管理受託契約」という ）を締。

結しようとするとき（次項に規定するときを除く ）は、あらかじめ、国土交通省令で定める。

ところにより説明会を開催し、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等及び当該管

理組合の管理者等に対し、管理業務主任者をして、管理受託契約の内容及びその履行に関する

事項であって国土交通省令で定めるもの（以下「重要事項」という ）について説明をさせな。

ければならない。この場合において、マンション管理業者は、当該説明会の日の一週間前まで

に、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等及び当該管理組合の管理者等の全員に

対し、重要事項並びに説明会の日時及び場所を記載した書面を交付しなければならない。

２ マンション管理業者は、従前の管理受託契約と同一の条件で管理組合との管理受託契約を更

新しようとするときは、あらかじめ、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等全員

に対し、重要事項を記載した書面を交付しなければならない。

、 、３ 前項の場合において当該管理組合に管理者等が置かれているときは マンション管理業者は

当該管理者等に対し、管理業務主任者をして、重要事項について、これを記載した書面を交付

して説明をさせなければならない。

４ 管理業務主任者は、第一項又は前項の説明をするときは、説明の相手方に対し、管理業務主

任者証を提示しなければならない。

５ マンション管理業者は、第一項から第三項までの規定により交付すべき書面を作成するとき

は、管理業務主任者をして、当該書面に記名押印させなければならない。

（契約の成立時の書面の交付）

第七十三条 マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けることを内容とする契

約を締結したときは、当該管理組合の管理者等（当該マンション管理業者が当該管理組合の管

理者等である場合又は当該管理組合に管理者等が置かれていない場合にあっては、当該管理組

合を構成するマンションの区分所有者等全員）に対し、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した

書面を交付しなければならない。

一 管理事務の対象となるマンションの部分

二 管理事務の内容及び実施方法（第七十六条の規定により管理する財産の管理の方法を含

む ）。

三 管理事務に要する費用並びにその支払の時期及び方法

四 管理事務の一部の再委託に関する定めがあるときは、その内容

五 契約期間に関する事項

六 契約の更新に関する定めがあるときは、その内容

七 契約の解除に関する定めがあるときは、その内容

八 その他国土交通省令で定める事項

２ マンション管理業者は、前項の規定により交付すべき書面を作成するときは、管理業務主任

者をして、当該書面に記名押印させなければならない。
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（再委託の制限）

第七十四条 マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務のうち基幹事務につい

ては、これを一括して他人に委託してはならない。

（帳簿の作成等）

第七十五条 マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務について、国土交通省

令で定めるところにより、帳簿を作成し、これを保存しなければならない。

（財産の分別管理）

第七十六条 マンション管理業者は、管理組合から委託を受けて管理する修繕積立金その他国土

交通省令で定める財産については、整然と管理する方法として国土交通省令で定める方法によ

り、自己の固有財産及び他の管理組合の財産と分別して管理しなければならない。

（管理事務の報告）

第七十七条 マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

るときは、国土交通省令で定めるところにより、定期に、当該管理者等に対し、管理業務主任

者をして、当該管理事務に関する報告をさせなければならない。

２ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれていないとき

は、国土交通省令で定めるところにより、定期に、説明会を開催し、当該管理組合を構成する

マンションの区分所有者等に対し、管理業務主任者をして、当該管理事務に関する報告をさせ

なければならない。

３ 管理業務主任者は、前二項の説明をするときは、説明の相手方に対し、管理業務主任者証を

提示しなければならない。

（管理業務主任者としてすべき事務の特例）

第七十八条 マンション管理業者は、第五十六条第一項ただし書に規定する管理事務以外の管理

事務については、管理業務主任者に代えて、当該事務所を代表する者又はこれに準ずる地位に

ある者をして、管理業務主任者としてすべき事務を行わせることができる。

（書類の閲覧）

第七十九条 マンション管理業者は、国土交通省令で定めるところにより、当該マンション管理

業者の業務及び財産の状況を記載した書類をその事務所ごとに備え置き、その業務に係る関係

者の求めに応じ、これを閲覧させなければならない。

（秘密保持義務）

第八十条 マンション管理業者は、正当な理由がなく、その業務に関して知り得た秘密を漏らし

てはならない。マンション管理業者でなくなった後においても、同様とする。


